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プログラミング学習についても行うこととなっ
た。
一方で、次期学習指導要領策定に向けての議論
の途上においては、「アクティブラーニング」が
キーワードとなり、最終的に告示された学習指導
要領では、「アクティブラーニング」ではなく「主
体的・対話的で深い学び」という表現に落ち着い
た。この「主体的・対話的で深い学び」は、次期
学習指導要領全体のキーワードとなっているが、
このキーワードは、現行の学習指導要領において
「総合的な学習の時間」の「目標」に掲げられて
いる、「探究活動に主体的、創造的、協同的に取
り組む態度を育て」るという文言を想起させるも
のである。
1980 年代以降「ゆとり教育」を目指した教育
政策が今世紀に入って「学力」重視へ転換し、同
じく今世紀に入って新しく登場した「総合的な学
習の時間」はこうした転換において大いなる逆風
にさらされ、しかしながら、2017 年に告示され
た次期学習指導要領は、「総合的な学習の時間」
の「目標」と接点を有しているかのようにみえる
「主体的・対話的で深い学び」をキーワードとし
ている。こうした一連の流れをどのようにとらえ
たらよいのか、そしてこのような流れのなかにあ
る「総合的な学習の時間」はいかなる可能性を有
しているのであろうか。本稿では、このような問
いに対して、イヴァン・イリイチの学校化論を援
用しながら考えてみたい３）。
以下、まずは、日本における 1980 年代以降の
教育改革の動向とその学校に及ぼす影響につい
て、学校化と呼ぶにふさわしい状況にあることを
おさえる。次いで、次期学習指導要領における「総

Ⅰ　はじめに
1998 年（高等学校は 1999 年）告示の学習指導
要領に基づき、2002 年度（高等学校は 2003 年度）
から学校現場に「総合的な学習の時間」が導入さ
れた。しかし一方で、ちょうどこの頃から、いわ
ゆる「学力低下論」が日本社会を席巻しており、
1980 年代以降の「ゆとり教育」はその元凶とさ
れた。「ゆとり教育」の最後の目玉であった「総
合的な学習の時間」は、開始前からも、そして開
始後においても、「学力低下」を促進するものと
いうバッシングにさらされ、逆風のなかでの門出
を余儀なくされた１）。
「学力低下論」におされて、この後の教育政策
は「学力」重視にシフトして今日に至っている。
たとえば、2008 年告示の現行の学習指導要領の
下では、小学校 5、6 年生に「外国語活動」が導
入され全体の授業時間数が増加する一方で、「総
合的な学習の時間」の時間数は、1週あたりで換
算すると、小学校は 3時間、中学校は 2～ 3時間
であったものが、小学校は 2時間、中学校は 2時
間（第 1学年は 1.4 時間）に減らされるなど２）、「ゆ
とり教育」から「学力」重視への転換を印象づけ
るものとなった。
こうした流れは、2017 年 3 月に告示された次
期学習指導要領の下でも継続されている。「総合
的な学習の時間」の時間数は現行と変わらない。
また、小学校においては、現行では 5、6 年生に
配当されている週 1時間の「外国語活動」を 3、
4年生に下ろし、5、6年生には新たな教科である
「外国語」を創設し週 2時間を当てることになり、
この分だけ現行よりも授業時間数が純増してい
る。また、授業時間数には反映されていないが、
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率性と質的向上が図られると主張している点で共
通して」おり、学校選択制の下で、「学校は、消
費者が選択・購入することのできる商品として位
置づけられ、そして、保護者・子どもは、その商
品を選択・購入する消費者として位置づけられる
ことになる」という５）。
このような学校どうしを競わせ、保護者に商品
としての学校を消費させるという新自由主義的な
教育改革の動向にマッチするのが、「学力」重視
政策である。商品として選択してもらうために、
各学校に教育の「特色」やその「成果」を出させ
るといっても、そう簡単なことではない。教育の
「成果」は短期間で出るものではないし、教育の「特
色」と「成果」の因果関係や、そもそも何をもっ
て教育の「成果」とみなすかも、必ずしも明確で
はないからである。しかし、テストによって測定
される「学力」であれば、数値化された明確な指
標で表すことが可能であり、その学校の教育の「成
果」として明示しやすい。「学力」重視の声を受
けて、2007 年度以降全国学力テストが実施され
ているが、そのテスト結果の公表の是非をめぐる
騒動が全国各地で起こっていることは周知の通り
である。テスト結果という学校の教育の「成果」
を公表することのねらいは、そのことによって学
校どうしを競争させることにほかならないだろ
う。新自由主義的な教育改革の動向は、1980 年
代以降の「ゆとり教育」の推進とともに始まって
いるが、大内裕和が指摘するごとく、「学力向上
政策や全国学力テストは新自由主義からの逸脱で
は」なく、「新自由主義をさらに推進する脈絡の
なかで、『ゆとり』から『学力向上』へと看板が
書き換えられようとしている」と、とらえること
ができるだろう６）。
しかも、昨今の教育改革におけるキーワードの
一つはアカウンタビリティ（説明責任）であり、
学力テストの結果を公表すべきという見解は、学
校教育の「成果」に対するアカウンタビリティを
要求する声にも合致する７）。佐藤学は、「すべて
を『目標』と『計画』によって自己管理させ、結
果をすべて数値化して査定し統制する」ような「査
定社会」による権力統制が、学力テストに顕著に
みられることを指摘している８）。学校も、それか

合的な学習の時間」についての記述について、学
校化された「学習」を超えた、自律的かつ創造的
な学びが生成する余地があるかどうかを、これま
での学習指導要領における記述と比較しながら検
討する。最後に、「総合的な学習の時間」において、
自律的かつ創造的な学びが生成する可能性を、「総
合的な学習の時間」の教育実践のなかに探ること
にしたい。

Ⅱ　  「ゆとり教育」から「学力」重視のなかでの
学校化
日本の教育政策は、1980 年代以降今日に至る
まで 30 年以上にわたって、学制発布、戦後教育
改革に続く「第 3の教育改革」を成し遂げるべく、
教育改革の動きが継続中である。「第 3の教育改
革」という文言自体は、すでに 1971 年の中央教
育審議会答申において用いられているが、今日ま
で続く一連の教育改革の流れを作ったのは、1980
年代の臨時教育審議会（以下、臨教審）であろう。
臨教審は当時の中曽根首相直属で設置された審議
会であるが、周知のように、中曽根政権は、当時
のアメリカのレーガン政権、イギリスのサッ
チャー政権と同様に、さまざまな分野で規制緩和
を図り市場原理を持ち込むことによって競争を働
かせようとするいわゆる新自由主義的な政策を推
進したことで知られている。このような新自由主
義的な政策を、教育の分野にも導入しようと試み
たのが臨教審であるということができよう。
志水宏吉が指摘するように、臨教審で議論され
た新自由主義的な教育改革が、今世紀に入ると
次々に実現することとなるが、その転機となった
ものの 1 つが、2000 年度に東京都品川区で導入
されたのをきっかけに全国に広まった学校選択制
であろう４）。これまで、公立の小、中学校におい
ては、学区毎に通学する学校が単一に定まってき
たが、学校選択制を導入した地域では、複数の学
校から通学する学校を選択できるようになった。
藤田英典によれば、学校選択制にはいくつかのタ
イプがあるが、「新自由主義的価値観や自由主義・
市場メカニズムの機能を重視する立場に立ち、自
己決定・自己責任の原則や選択の自由を重視し、
市場的な競争原理を導入することにより教育の効
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会儀礼として役立つ」11）。この学校化の儀礼にお
いて、「永続可能の進歩という神話」が子どもた
ちに注入されるという。

各教科は、次から次へと「提供物」を消費し続け
るようにという教授とパッケージされるようにな
り、去年のラッピングは今年の消費者にとっては
いつも廃れたものになっているのである。…（中
略）…しかし、無制限の消費と考えられる成長―
永遠の進歩―は、成熟に導くことは決してできな
い 12）。

現行の「学習」商品はすぐに廃用化され、代わ
りに次から次へと新しい「学習」商品が供給され
るという、学校における廃用化と新しい商品の供
給というサイクルは、「道徳の教科化」、「アクティ
ブラーニング」、「小中一貫教育」、「教育の ICT

化」、「小学校の英語教育」、「グローバル人材の育
成」等々、これまでの取り組みのまともな総括が
ないままに、矢継ぎ早に教育改革メニューが打ち
出される今日の新自由主義的な教育改革の動向
に、見事に合致しているといえよう。イリイチに
よれば、このような学校における廃用化と新しい
商品の供給というサイクルのなかで、子どもたち
が一方的に消費させられ続けることで、無限の経
済成長というイデオロギーへの支持が調達される
という。いうまでもなく、こうしたイデオロギー
こそ、新自由主義的な考え方の根幹をなすもので
ある。
イリイチが学校化論を提起したのは、1970 年

代初めであり、訳書が刊行され「脱学校論」とし
て日本に広まったのは 1970 年代後半である 13）。
しかし、その後の 1980 年代以降の、とりわけ「学
力」重視に舵を切って以降の新自由主義的な教育
改革の動向の方が、当時よりも一層学校化の様相
を露わにしているようにみえる。今こそ、イリイ
チは読み直されるべきではないだろうか。

Ⅲ　学校化と「主体的・対話的で深い学び」
Ⅱにおいては、1980 年代以降の、とりわけ「学
力」重視に舵を切って以降の新自由主義的な教育
改革の動向を確認し、こうした動向は、自律的か

ら子どもたちや教員も、常に教育の「成果」が評
価され統制され続けている状況にあるといえよ
う。
このように、新自由主義的な教育改革、とりわ
け教育政策が「学力」重視に舵を切って以降の教
育改革の動きのなかで、学校教育においては、数
値で測定可能で、生徒個別の「評価」に還元可能
な「学習」のみが「学力」として取り出され、学
校教育の「成果」として絶えず「評価」にさらさ
れている状況が確認できるだろう。学校教育にお
いては、個別に「学力」を身につけるのみならず、
短期での明確には「評価」の難しい協同的な学び
や創造的な学びも生まれているが、そういった側
面はすべて等閑視されがちになる。
以上にみてきた、学校教育の分野に市場原理を
持ち込む新自由主義的な教育改革の動向と、その
学校にもたらす影響について、かつて「脱学校論」
で一世を風靡したイヴァン・イリイチであれば、
「学校化」と説明するであろう。イリイチのいう
学校化とは、学ぶという自律的かつ創造的な相互
行為が、予めパッケージされた「学習」という商
品の個別の消費に置き換えられていく様相のこと
である。商品の供給－消費プロセスにおいては、
予定調和を超えた創造的な学びは生まれない。イ
リイチの批判の力点はここにある９）。
そして、こうした過程において、子どもたちに

「価値測定の神話」が植えつけられるという。

学校は、若い人々を、彼らの想像力や、彼ら自身
でさえも含めて、あらゆるものが測定可能な世界
へと導き入れる。…（中略）…私が尊重する学び
は、測定されえない再創造である。…（中略）…
学校化された人々は、測定されない経験を手から
こぼれ落としてしまう 10）。

学力テストという測定可能な評価に包囲され、
「測定されえない再創造」が等閑視されつつある
現状は、イリイチのいう学校化そのものである。
イリイチによれば、こうした「学校化の儀式や儀
礼それ自身、隠れたカリキュラムを構成」し、「必
然的に、この隠れたカリキュラムは、裕福な者も
貧しい者も同様に、成長指向の消費者社会への入
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の学習指導要領と次期学習指導要領における、「総
合的な学習の時間」の章の「第 1　目標」を対比
させたものである。
これをみると、現行の学習指導要領の「目標」
として記述されていた、「自ら課題を見付け、自
ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問
題を解決する資質や能力を育成する」という文言
のうち、次期学習指導要領では、「自ら課題を見
付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し」が
削除されている。そして、「よりよく問題を解決」
が「よりよく課題を解決」に変更されているが、
次期学習指導要領では、「問題」がすべて「課題」
に置き換えられている。
また、「問題の解決や探究活動に主体的、創造的、
協同的に取り組む態度を育て」ると記述されてい
たが、「探究的な学習に主体的・協働的に取り組
む…（中略）…態度を養う」という記述に変更さ
れ、「創造的」の文言が消えるとともに「協同的」
が「協働的」に変更されている。さらに、「自己
の生き方を考えることができるようにする」と記
述されていたが、「自己の生き方を考えていくた
めの資質・能力を…（中略）…育成する」という
記述に変わっている。そして、新しく登場した「目
標」は、「課題の解決に必要な知識及び技能を身
に付け、課題に関わる概念を形成し、探究的な学
習のよさを理解するようにする」、「実社会や実生
活の中から問いを見いだし、自分で課題を立て、
情報を集め、整理・分析して、まとめ・表現する
ことができるようにする」、「互いのよさを生かし
ながら、積極的に社会に参画しようとする態度を
養う」ことである。
ちなみに、上で確認した、現行学習指導要領か

つ創造的な学びが「学習」という商品の消費に置
き換えられる学校化と呼ぶにふさわしい状況を、
学校にもたらしていることを指摘した。先に述べ
た通り、イリイチの議論の射程は、社会全体の学
校化に及んでいるが、「学校化社会」を転換する
指針として、イリイチは「コンヴィヴィアリティ」
という概念を提出している。コンヴィヴィアリ
ティとは、人どうし、あるいは人と環境との、自
律的かつ創造的なかかわりのことである 14）。
このような状況のなか、2017 年 3月に、小、中
学校の次期学習指導要領が告示された。先述の通
り、「学力」重視路線は継続されている一方で、「主
体的・対話的で深い学び」が次期学習指導要領全
体のキーワードとなっている。この「主体的・対
話的で深い学び」というキーワードは、現行の学
習指導要領における「総合的な学習の時間」の「探
究活動に主体的、創造的、協同的に取り組む態度
を育て」るという「目標」を想起させるものである。
このような「総合的な学習の時間」の「目標」や、

次期学習指導要領における「主体的・対話的で深
い学び」というキーワードと、コンヴィヴィアル
な学び、すなわち、他者とのかかわりを通じた自
律的かつ創造的な学びとは、文言だけをみれば関
連があるようにもみえる。学校化された「学習」
をすりぬけるようなコンヴィヴィアルな学びの可
能性を、「主体的・対話的で深い学び」や「総合
的な学習の時間」に見出すことは可能であろうか。
その可能性を探るために、次に、次期学習指導要
領における「総合的な学習の時間」についての記
述を検討したい 15）。
では、まずは、「総合的な学習の時間」の「目標」
についてみていくことにしたい。下の表は、現行

現行（2008 年告示） 次期（2017 年告示）
横断的・総合的な学習や探究的な学
習を通して、自ら課題を見付け、自
ら学び、自ら考え、主体的に判断し、
よりよく問題を解決する資質や能力
を育成するとともに、学び方やもの
の考え方を身に付け、問題の解決や
探究活動に主体的、創造的、協同的
に取り組む態度を育て、自己の生き
方を考えることができるようにする。

探究的な見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を行うことを通して、
よりよく課題を解決し、自己の生き方を考えていくための資質・能力を次
のとおり育成することを目指す。
（1）  探究的な学習の過程において、課題の解決に必要な知識及び技能を身

に付け、課題に関わる概念を形成し、探究的な学習のよさを理解する
ようにする。

（2）  実社会や実生活の中から問いを見いだし、自分で課題を立て、情報を
集め、整理・分析して、まとめ・表現することができるようにする。

（3）   探究的な学習に主体的・協働的に取り組むとともに、互いのよさを生
かしながら、積極的に社会に参画しようとする態度を養う。

※下線部は、筆者による。

【表】現行学習指導要領と次期学習指導要領における「総合的な学習の時間」の章の「第 1　目標」の記述の違い
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て「2　内容」で、「各学校においては、第 1 の目
標を踏まえ、各学校の総合的な学習の時間の内容
を定める」と書かれているだけであった。一方、
次期学習指導要領では、これらの記述に続けて
「3　各学校において定める目標及び内容の取扱
い」が付け加えられ、7項目にわたって記述され
ている。そのなかで目立つのは、「目標」におい
ても「内容」においても「育成を目指す資質・能
力」を示すことが求められていることである。具
体的には、「（1）各学校において定める目標につ
いては、総合的な学習の時間を通して育成を目指
す資質・能力を示すこと」、「（4）各学校において
定める内容については、目標を実現するにふさわ
しい探究課題、探究課題の解決を通して育成を目
指す具体的な資質・能力を示すこと」と記述され
ている。
さらには、各学校が示すべき「（6）探究課題の
解決を通して育成を目指す具体的な資質・能力に
ついては、次の事項に配慮すること」と記述され、
以下の 3点が掲げられている。

ア　知識及び技能については、他教科等及び総合
的な学習の時間で習得する知識及び技能が相互に
関連付けられ、社会の中で生きて働くものとして
形成されるようにすること。
イ　思考力、判断力、表現力等については、課題
の設定、情報の収集、整理・分析、まとめ・表現
などの探究的な学習の過程において発揮され、未
知の状況において活用できるものとして身に付け
られるようにすること。
ウ　学びに向かう力、人間性等については、自分
自身に関すること及び他者や社会との関わりに関
することの両方の視点を踏まえること。

このように、次期学習指導要領では、「知識及
び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに
向かう力、人間性等」のすべてについて配慮しな
がら 18）、 各学校において、「探究課題の解決を通
して育成を目指す具体的な資質・能力」を示すこ
とが求められている。先述のごとく、現行学習指
導要領でも、導入時のものに比べて、「資質や能力」
を事前にきちんと定める方向性が伺えるのだが、

ら今回削除されたり変更されたりした文言は、「総
合的な学習の時間」を導入した 1998 年告示の学
習指導要領においても、「総合的な学習の時間」
を指導する際の「ねらい」として記述されていた
ものでもある。つまり、次期学習指導要領におい
ては、「総合的な学習の時間」導入以来の「ねらい」、
「目標」が変更されたのである。
「目標」に掲げられた「資質・能力」は、「主体
的・対話的で深い学び」とならぶ次期学習指導要
領全体をつらぬくキーワードとなっている。「総
則」のなかで、「学校教育全体並びに各教科、道
徳科、外国語活動 16）、総合的な学習の時間及び
特別活動の指導を通してどのような資質・能力の
育成を目指すのかを明確にしながら、教育活動の
充実を図るものとする」と記述されており、「総
合的な学習の時間」のみならず各教科や外国語活
動、特別活動の「目標」においても、「～見方・
考え方を働かせ、～を通して、～資質・能力を次
のとおり育成することを目指す」17）といった記
述スタイルで統一されている。「総合的な学習の
時間」の章において、現行の学習指導要領では「資
質や能力」という文言が出てくる箇所は合計 3箇
所のみであるのに対して、次期学習指導要領では
「資質・能力」という文言が頻出する。
もっとも、「総合的な学習の時間」導入時の学
習指導要領と現行学習指導要領においても、「育
てようとする資質や能力及び態度」を全体計画の
なかで示すように求めている。さらに、現行学習
指導要領ではこれに加えて、「育てようとする資
質や能力及び態度については、例えば、学習方法
に関すること、自分自身に関すること、他者や社
会とのかかわりに関することなどの視点を踏まえ
ること」が求められている。導入時のものに比べ
て、現行学習指導要領では、「育てようとする資
質や能力及び態度」について、踏まえるべき視点
が例示されたのである。
次期学習指導要領では、「資質・能力」に関す
る記述がさらに詳しくなる。現行の学習指導要領
では、「第 1　目標」に続く「第 2　各学校におい
て定める目標及び内容」の項目では、「1　目標」で、
「各学校においては、第 1 の目標を踏まえ、各学
校の総合的な学習の時間の目標を定める」、そし
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このようにみてくると、次期学習指導要領の「総
合的な学習の時間」に、学校化された「学習」を
超えたコンヴィヴィアルな学びを期待すること
は、困難であるといえよう。計画段階で「育成を
目指す資質・能力」を「目標」として明確かつ具
体的に定めれば定めるほど、そしてそれらを子ど
もたちに確実に身につけさせようとすればするほ
ど、予定調和を超えた創造的な学びは生まれない
のではないか。次期学習指導要領の「総合的な学
習の時間」の「目標」から、これまでの学習指導
要領にあった「創造的」という文言が消えたこと
は大変示唆的であるように思う。現行学習指導要
領の解説においては、「総合的な学習の時間」に
おける「探究的な学習」は、「体験活動だけで終
わることや知識・技能を一方的に教え込むだけの
学習活動ではない」と説明している 20）。にもか
かわらず、次期学習指導要領における「資質・能
力」にかかわる記述をみる限り、「総合的な学習
の時間」が予定調和的な体験プログラムに陥りか
ねないのではないかという危惧を強く持ってしま
う。
しかも、こうした「創造的」ではない予定調和
的な体験プログラムに、「主体的・協働的に取り
組む」ことが求められかねない点も、大いに危惧
するところである。近代学校教育の特徴を、一望
監視装置によって自発的服従を調達するところに
見出したのはミシェル・フーコーであるが 21）、「育
成を目指す資質・能力」を計画段階から詳細に定
め、「創造的」という文言の代わりに「積極的に
社会に参画しようとする態度を養う」ことが新た
に「目標」に掲げられた次期学習指導要領の「総
合的な学習の時間」についての記述は、子どもた
ちに対して、あるいは教員に対しても、予定調和
的な体験プログラムへの、ひいては現状の社会へ
の、自発的服従を促しているようにも読めてしま
う。

Ⅳ　  「総合的な学習の時間」においてコンヴィヴィ
アルな学びは生成するか？
Ⅲでみてきたように、次期学習指導要領におけ
る「総合的な学習の時間」の記述には、Ⅱにみた
ような学校化された「学習」に対する歯止めを期

次期学習指導要領では、さらにこの傾向が強まり、
学習活動に入る前の計画段階で、「育成を目指す
資質・能力」をより明確かつ詳細に、具体的に示
すことが強く求められているといえよう。
また、上で確認した通り、これまでの学習指導
要領の「ねらい」や「目標」とは違い、「自分で
課題を立て、情報を集め、整理・分析して、まと
め・表現することができるようにする」という「目
標」も、今回新たに加わっている。そして、今み
た、「探究課題の解決を通して育成を目指す具体
的な資質・能力」を各学校が示す際に配慮すべき
3点の事項のなかの「イ」に、同様の記述がある。
現行の学習指導要領に改訂された際に、「目標」
に「探究的な学習」という文言が新しく付け加え
られたが、「探究的な学習」について学習指導要
領解説では、①課題の設定②情報の収集③整理・
分析④まとめ・表現という過程の繰り返しである
と説明されている 19）。次期学習指導要領におい
て掲げられた「自分で課題を立て、情報を集め、
整理・分析して、まとめ・表現することができる
ようにする」という目標は、この現行の学習指導
要領の解説に示された「探究的な学習」の 4段階
の過程そのものである。次期学習指導要領では、
これまで解説に示されていたものが、「目標」と
していわば「格上げ」されているといえよう。
上記したごとく、次期学習指導要領では、学習
活動に入る前に、その目標として、「育成を目指
す資質・能力」を具体的に明示するように強く求
めている。Ⅱで述べたごとく、昨今の教育改革の
キーワードの一つがアカウンタビリティであるこ
とを想起すれば、「まとめ・表現」に至る学習活
動のプロセスの明確化は、「育成を目指す資質・
能力」を子どもたち個々に確実に身につけさせ、
子どもたちの学習の「成果」を、目標に掲げた「資
質・能力」をきちんと身につけたかという観点か
ら「評価」しようという、目標→学習活動→評価
という一連のプロセスのプログラム化を意図して
いるように思われる。もちろんこうしたプログラ
ム化は、昨今の教育改革において散見される、学
校教育に PDCAサイクル（計画→実行→評価→
改善）を導入しようとする動きにも合致している
といえるだろう。
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声が出る。そこで、子どもたち自身がチラシの発
行元に問い合わせたところ、70 周年記念式典へ
の参加、発表を依頼される。そこから、まずは毎
日、只見線の列車に手を振ることに始まり、実際
に只見線に乗車したり、図画工作の時間を利用し
て只見線にまつわる絵を描いたり、音楽の時間と
関連付けて鼓笛演奏に取り組んだり、子どもたち
が家族に聞いたり調べたりしたことを織り込んで
只見線の歴史を劇にしたり、子どもたち自らデザ
インした只見線の応援バッジを作成したり、子ど
もたちのデザインを基にしたゆるキャラ「ただみ
さん」まで作成する。さらには、只見線を PRす
べくメール文をテレビ局に送信したところ、テレ
ビ局から取材を受ける。70 周年記念式典当日に
は、鼓笛演奏と劇を発表し拍手喝采を浴び、只見
線バッジも参加者全員に配布して好評を博する。
こうした学びを進めるなかで、他の学年も只見線
に手を振ってくれるようになったり、手を振った
列車の方から逆に警笛を鳴らしてくれたり、劇を
観た人から「只見線のことがわかった」などと声
をかけてくれたり、JR職員よりお礼の手紙をも
らったりするなど、鉄道関係者や地域住民に感謝
され喜ばれることとなった 22）。
この実践は、教員が子どもたちに「活動例」を
例示しながら地域に特化した活動をすることを説
明し、子どもたちが地域のことを調べるところか
らスタートしている。そして、報告した教員が「偶
然を必然に変える」とまとめているように、教員
によるチラシの発見、チラシに対する子どもたち
のリアクションや、子どもたちの活動に対する鉄
道関係者や地域住民らのリアクションといった、
複数の偶然がうまくつながって、当初の予定を超
えて学びが広がっている。学びが広がる過程にお
いて、教科学習とも関連付けられたり、学年を超
えてその取り組みが広がったり、学校という枠を
超えて地域、社会ともつながり、鉄道関係者やテ
レビ局のスタッフ、地域住民といった、日常の教
室のなかにはいないようなさまざまな他者との出
会いが生ずる。そして、地域が学校教育を支えて
いるのみならず、子どもたちの学びは只見線とい
うローカル線の存続にも寄与しており、逆に子ど
もたちが地域に希望をもたらしている側面もかい

待することは困難であるどころか、学校化された
「学習」に「主体的・協働的に取り組む」ことが
求められかねないのではないかという危惧をもっ
てしまう。では、「総合的な学習の時間」には、
学校化された「学習」を超えたコンヴィヴィアル
な学びが生成する可能性はないのだろうか。
そこで、次に、「総合的な学習の時間」の教育

実践のなかに、その可能性を探ってみたい。ここ
で取り上げるのは、筆者が共同研究者として参加
した日本教職員組合教育研究全国集会（以下、全
国教研）で報告された「総合的な学習の時間」の
教育実践リポートである。全国教研では、全体集
会の後、複数の分科会に分かれて、都道府県、お
よび支部での教育研究集会における報告、討議を
経て推薦されてきた教育実践リポートの報告と討
議が行われる。筆者が共同研究者として参加した
4 度の全国教研のうち、2014 年の第 63 次大会、
2015 年の第 64 次大会においては、「総合学習」
という名称の分科会において、2016 年の第 65 次
大会、2017 年の第 66 次大会においては、「総合
学習と防災・減災教育」という名称の分科会にお
いて、「総合的な学習の時間」の教育実践リポー
トが報告された。生活科の教育実践とあわせて毎
年 30 本あまりの報告があり、報告されたリポー
トやそれらをうけての討議内容については、全国
教研の記録である『日本の教育』に概要がまとめ
られている。さらに、報告されたリポートのなか
から、今後の実践を切り拓いていくうえで参考と
なりうる特に優れたリポートが毎年 2本ほど選出
され、選出されたリポートについては「このリポー
トに学ぶ」という項目において内容が詳述されて
いる。本節では、「このリポートに学ぶ」に選出
されたリポートのなかから 2本のリポートを取り
上げて検討してみたい。
1つ目は、新潟県の小学校の実践報告である。
概要は次の通りである。市の広報誌のなかに、学
校のすぐそばを走る只見線の開業 70 周年記念日
に合わせて、列車の絵を募集しているというチラ
シがあるのを、たまたま教員が目にした。そして
このチラシを 3年生の子どもたちに紹介したとこ
ろ、子どもたちは絵を描くことに同意し、さらに
は 70 周年記念事業にもっとかかわりたいという
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して他者と出会い、かかわりが継続するという、
得がたい学びを経験したことであろう。
この実践を報告した教員は、次のように述べて
いる。

日常生活の中で、些細なことでも「自分だったら
どう感じるだろうか」と子どもたちに考えさせる
ことはなかなか難しいが、そこを大切にしていか
なければならないと強く感じている。「Hさんは、
ぼくたちと同じくらいのお子さんを、目の前で、
しかも二人も亡くされたから、どんなにつらいだ
ろう」と気づき、「Hさんのために、少しでも力
になれないだろうか」と考え、実行に移し、それ
が Hさんの心に届いたとき、「自分たちのやって
きたことは間違いではなかった。よかった」と実
感することができたに違いない。この心の交流が
2年たった今も続いていることに感謝したい 24）。

この実践においては、子どもたちの発見や気づ
き、考えを媒介にして、学校という枠を超えて社
会における他者とつながっていく学びへと展開し
ている。しかもこの学びにおいては、他人事では
なく自分にかかわる問題として主体的に社会にお
ける他者とのつながりが引き受けられている。「総
合的な学習の時間」において社会のありようにつ
いて考えるためには、他人事として「体験」する
にとどまらず、それを我が事としての「経験」に
深めることが重要であることを、この実践は教え
てくれているように思う。
以上にみてきた「総合的な学習の時間」の実践
においては、予め用意した体験プログラムを予定
通りに体験するという学校化された「学習」では
なく、子どもたちの発見や気づき、考えをはさみ
こむことで、当初の予定を超えて、他者とかかわ
りながら地域や社会ともつながるような、自律的
かつ創造的な学びが、すなわちコンヴィヴィアル
な学びが生成している。
「総合的な学習の時間」におけるこのような学
びは、小西正雄が指摘するように、クリスト
ファー・アレグザンダーのいうセミラチス構造の
イメージでとらえることができるだろう 25）。ア
レグザンダーは、自然発生的な都市が、諸要素が

まみえるのである。
2つ目に取り上げたいのは、福岡県の小学校の
実践報告である。概要は次の通りである。米づく
りの実践であるが、苗を育て田植えをして稲を育
てている最中に、子どもたちが偶然にも、2014
年 8 月に広島県で発生した土砂災害で被災し、自
分たちと同じくらいの年齢の子どもを二人も亡く
した Hさんの新聞記事を発見する。自分たちに
できることはないかと考えた子どもたちは、H

さんに自分たちが育てたもち米を食べてもらうこ
とと、もち米を売ったお金や募金したお金を被災
者に送ることを決める。この決定について、校長
先生の許可をもらうため、5回ほど計画書を書き
直すこととなった。育てたお米は、道の駅で販売
することとなり、収穫量を把握したり、市販され
ているお米のパッケージを調べて自分たちが販売
する際のパッケージを考えたりしながら、お米の
販売計画を立て、シールやチラシを作成しながら
販売準備を進めた。お米の販売後は、これまでの
活動をまとめて劇にして発表した。育てたもち米
を贈った Hさんからは、逆にバラをもらい、そ
のバラが翌年に花を咲かすと、写真を撮って子ど
もたちの手紙とともに Hさんに送った。その結
果、夏休みに Hさんが親戚をともなって学校を
訪ねてくれ、子どもたちと「ぽっかぽか」という
曲を歌ったりするなど、楽しい時間を共有するこ
ととなった。さらには、その翌年、子どもたちの
修学旅行先が広島となり、Hさんとの再開を果
たすこととなり、「ぽっかぽか」の作詞、作曲者
による演奏会を開いてもらうなど、心温まる修学
旅行となったという 23）。
この実践においても、もともとは米づくりとそ
れを劇にして発表することを実践の柱としていた
が、子どもたちが、土砂災害について報じた新聞
記事を見つけて被災者に共感を寄せ、自分たちが
つくった米を贈ろうと決めたところから、予定調
和を超えた学びが展開する。計画書を 5回も書き
直すなかで、国語とも関連する学びを深め、販売
計画を練り販売準備を進めるなかで、算数や社会、
図画工作とも関連する学びを深めるなど、教科学
習ともかかわる学びが生成するとともに、何より
も特筆すべきは、自分たちが住む地域すらも越境
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ることが強く求められており、学校化された「学
習」に「主体的・協働的に取り組む」ことが求め
られてしまうことを危惧せざるをえないのであっ
た。
そこで、「総合的な学習の時間」の可能性を、
教育実践報告に求めた。ここで取り上げた実践に
共通しているのは、予め計画された体験プログラ
ムを予定調和的に体験させるような「学習」では
なく、そのような予定調和を超えて、他者とかか
わりながらの自律的かつ創造的な学びが展開し、
学校を超えて地域、社会とつながる実践であると
いうことである。それは、イリイチのいうコンヴィ
ヴィアルな学びであり、アレグザンダーのいうセ
ミラチス構造をなす学びであり、社会のありよう
を問い返す地点にまで到達しうる可能性を有して
いる。
学校化が進行し、「総合的な学習の時間」導入

時の学習指導要領よりも、現行学習指導要領、次
期学習指導要領と、「育成を目指す資質・能力」
を計画段階で具体的に定めることがどんどん強く
求められていくなかで、このようなコンヴィヴィ
アルな教育実践が生まれるところに、「総合的な
学習の時間」の可能性を見出したい。こうした可
能性が実現に至るにはどうすればよいのかを検討
することについては、今後の課題としたい。

【註】
１） たとえば、「総合的な学習の時間」が導入されて 3年目

の 2005 年 1 月には、当時の中山成彬文部科学大臣が「学
力低下」を念頭に「総合的な学習の時間」の削減を含む
見直しを示唆し、「総合的な学習の時間」が「逆風」に
さらされている状況が報じられている（「文部相総合学
習見直し発言　学力低下の “ 容疑者 ” 扱い」『毎日新聞』
2005 年 1 月 20 日、「新教育の森 1　主要教科重視の機運　
揺れる総合学習」『毎日新聞』2005 年 4 月 5 日）。

２） なお、高等学校学習指導要領においては、1999 年告示の
ものも 2009 年告示のものも、ともに 3年間での標準単
位数 3～ 6 単位、3学年で均等に振り分って週あたりで
換算すると 1～ 2時間で、時間数に変更はない。

３） 「総合的な学習の時間」の可能性について考えるために
は、よく指摘されているように、大正新教育や戦後のコ
ア・カリキュラムなど、「総合的な学習の時間」導入以
前から積み重ねられている総合学習の実践や研究をもふ
まえるべきであることは言うまでもない（稲垣忠彦『総

混在しクロスする構造（＝セミラチス構造）をな
しているのに対し、人工的に計画されたニュータ
ウンでは、それぞれの要素が分離されクロスしな
い構造（＝ツリー構造）をなしていることを指摘
し、「都市はツリーではない」と論じたことで有
名な建築家である。こうした観点から、彼は子ど
も用の遊び場を用意しようとする発想に対して、
予めその空間とのかかわり方を整理し秩序づけよ
うとするものであり、子どもたちが自律的かつ創
造的にかかわる余地が残されていないことを批判
する。人々がその住まう空間に自発的にかかわる
ことが、その空間に対する当初の想定を超えてセ
ミラチス構造が生成するためには重要なのであ
る 26）。
予め学習することが整理され秩序づけられてい
る教科学習は、ツリー構造としてとらえることが
できよう。一方で、「総合的な学習の時間」にお
いても、予め計画した体験プログラムを予定調和
的に体験させるだけであれば、それもツリー構造
であり、社会の現状を追認する「学習」でしかな
い。「総合的な学習の時間」において、教科の枠
組みを越境してクロスするような学びが、子ども
たちのコンヴィヴィアルなかかわりによって、予
定調和を超えて展開していくとき、セミラチス構
造のイメージでとらえることができるだろう。そ
してそのような学びが社会につながっていくと
き、社会のありようをそのものをも問い返す地点
にまで届く可能性を有しているといってよいだろ
う。

Ⅴ　むすびにかえて
これまでみてきたように、1980 年代以降の、
とりわけ「学力」重視に舵を切って以降の新自由
主義的な教育改革は、他者とかかわりながらの自
律的かつ創造的な学びを、「学習」という商品の
個別の消費に置き換える学校化を、学校にもたら
しているといえよう。そして、この流れにおいて
告示された「主体的・対話的で深い学び」をキー
ワードとする次期学習指導要領の「総合的な学習
の時間」に関する記述をみると、計画段階で「育
成を目指す資質・能力」を明確に具体的に示すこ
とと、それらを子どもたちに確実に身につけさせ



－ 62 －

 立命館教職教育研究（５号）

15） 以下、本稿では、これまでの学習指導要領と比較しなが
ら次期学習指導要領の記述について検討しているが、拙
稿「『資質・能力』と『総合的な学習の時間』　―学習指
導要領からみた『総合的な学習の時間』の行方」『年報
教育の境界』第 14 号、2017、においても、「総合的な学
習の時間」を導入した 1998 年（高等学校は 1999 年）告
示の学習指導要領、現行学習指導要領、そして次期学習
指導要領における「総合的な学習の時間」の記述の変遷
について検討しており、本節の内容はこの拙稿と一部重
複があることをお断りしておきたい。なお、学習指導要
領については、文部科学省公式ホームページよりダウン
ロードしたものを、参照、引用している。

16） 中学校では、「外国語活動」はない。
17） 厳密にいえば、社会では「資質・能力の基礎」、特別活

動では「次のとおり資質・能力を育成する」、音楽、図
画工作、美術では「～通して、～見方・考え方を働かせ」、
生活では「～通して、～見方・考え方を生かし」と、文
言や記述の順番に若干の違いがある。

18） 「総則」では、「総合的な学習の時間」に限らず、学校教
育全体や他の教科等においても、「指導を通してどのよ
うな資質・能力の育成を目指すのかを明確にしながら、
教育活動の充実を図ること」を求めており、その際には、
「（1）知識及び技能が習得されるようにすること（2）思
考力、判断力、表現力等を育成すること（3）学びに向
かう力、人間性等を涵養すること」の 3点が「偏りなく
実現できるようにするものとする」と記述されている。
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